
別 紙

平成２６年度における各種相談・申告受付状況の詳細 

１ 電気通信サービス関係（相談・苦情等） 

（１） サービス別件数 

区 分 ２６年度 ２５年度

インターネット ６８ ７８

携帯電話・PHS ６６ ９０

国内電話 ２９ ２８

国際電話 ０ ０

その他 ２７ ２０

合 計 １９０ ２１６

36%
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15%

14%

インターネット

携帯電話・PHS

国内電話

その他

（２） 内容別件数 

区 分 ２６年度 ２５年度

利用停止・契約 ５７ ３９

迷惑通信 １９ ２１

サービス品質 １７ ２４

装置・設備 １５ １６

営業活動 １３ ３０

従業員対応 １１ ７

料金徴収 １０ ８

提供条件 ６ ９

制度 ５ ５

情報提供サービス ３ ４

通 信 の秘 密 ・プライ
０ １０

バシー 

その他 ３４ ４３

合 計 １９０ ２１６
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10%
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（３） 特徴等 

相談の総件数は、当局が取り組む「東北電気通信消費者支援連絡会」等の消費生活セ

ンターとの連携、「電気通信サービスＱ＆Ａ」の配布等の消費者に対する周知啓発により、前

年度に比べて減少しています 

他方、相談の内容別件数を見ると、「利用停止・契約」に関する相談が、昨年度に比べて

増加しています。これは、以前から相談が多かった、プロバイダや光回線の乗り換えに関する

相談が、NTT 東日本が平成２７年２月１日から開始した「光サービス卸」（※）に伴い、更に増

加したためと考えられます。 

※ 「光サービス卸」は、NTT 東西が始めた、光回線サービスの卸売りです。現在、NTT 東西

は、フレッツ光などを一般消費者に直接提供していますが、この卸売りを受けることにより、

たくさんの事業者が光回線サービスを一般消費者に提供することになります。 

【参考】 

当局では、携帯電話やインターネットなどの電気通信サービスに関するトラブルに消費者が巻き込

まれないよう、次の取組みを行っています。 

○ 消費生活センターとの情報・意見交換による連携

「東北電気通信消費者支援連絡会」（http://www.soumu.go.jp/main_content/000330735.pdf）

○ 消費者に対する周知啓発

「電気通信サービスＱ＆Ａ」の配布（http://www.soumu.go.jp/main_content/000162134.pdf）



２ 放送受信障害関係（申告） 

（１） 原因別件数 

区 分 ２６年度 ２５年度

自己受信設備不良 ４０ ４１

電気雑音 ９ ３

無線局 ８ ４

その他の障害源 ６ ８

建造物 １ ４

高周波利用設備 ０ ０

受信ブースタ ０ ０

原因不明 ４４ ７０

合 計 １０８ １３０
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【区分の内容】 

・「自己受信設備不良」は、共同受信設備や個人の受信設備の不良によるものです。 

・「電気雑音」は、送電線、家電品、エンジン等から発生する電気雑音による障害です。 

・「無線局」は、無線局が発射する電波が原因となる障害です。 

・「その他の障害源」は原因が他の区分に含まれない障害です。 

・「建造物」は、建造物が原因となる障害です。 

・「高周波利用設備」は、高周波を利用している工業用・医療用などの設備が原因となる障害です。 

・「受信ブースタ」は、テレビの受信ブースタが原因となる障害です。 

（２） 特徴等 

「自己受信設備不良」が４０件（３７％）で、アンテナやケーブルの老朽化、アンテナ等の施

工不良などに起因するケースが依然として多数を占めています。 

また、「原因不明」が４４件（４１％）で、短期間で障害がなくなってしまったものや原因調査

中のものなどが含まれています。 

【参考】 

当局では、放送受信障害解消に向け、東北受信環境クリーン協議会（※）の協力を得ながら

必要な対策を講じています。 

※ 東北受信環境クリーン協議会は、東北総合通信局、ＮＨＫ、民間放送事業者、電気事業

者、メーカー、電機商業組合などで組織され、テレビ、ラジオ放送等の受信障害を防止する

活動を行っている団体です。 



３ 地上デジタルテレビ放送関係（相談・苦情等） 

（１） 内容別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 ２６年度 ２５年度

共同受信 ９９ １４３

放送エリア ８ １５

デジタル支援 ２ １３

特徴・メリット ０ ２

受信方法・機器 ０ １

放送開始時期 ０ ０

アナログ停波 ０ ０

その他 １２ ２８

合 計 １２１ ２０２

   

82%

6%

2%
10%

共同受信

放送エリア

デジタル支援

その他

（２） 特徴等 

ア 共聴施設の新設・改修など共同受信に関する相談が９９件と全体の８２％を占めましたが、

前年度に比べ、４４件（３０％）の減となっています。 

 

イ 全体の相談件数も減少してきており、地上デジタル放送に関する周知広報及び関係機関

の対応によるものと推察されます。 

４ 無線局関係（申告） 

（１） 内容別件数 

区 分 ２６年度 ２５年度

不法無線局 ６８ ６１

運用違反 ６４ ９３

音声入感 １６ １７

雑音 １６ １２

その他 ３８ １７

合 計 ２０２ ２００

33%

32%

8%

8%

19%
不法無線局

運用違反

音声入感

雑音

その他

（２） 特徴等 

アマチュア無線に関する申告が多くを占めており、不法無線局の申告（６８件）のうち不法ア

マチュア無線に関する申告が６０件、運用違反の申告（６４件）のうちアマチュア局の運用違

反に関する申告が６１件となっています。 

運用違反に関する申告（６４件）が平成２５年度（９３件）に比べ減少した原因は、規正用無

線局（※）による違反者に対する注意・警告を数多く実施したことが推測されます。 

また、その他の申告（３８件）が平成２５年度（１７件）に比べ増加した原因は、電波の連続発

射を確認し無線設備の故障ではないかといった申告や自己の無線設備の動作不良に関す

る申告等が増えたことによるものです。 

※ 規正用無線局は、不法・違法な運用をしている無線局に対して直接その周波数により電
波の規正（警告・注意）を行い、違反者に対して電波法違反であることを自覚させ、不法・
違法電波の発射の抑制を図ることを目的とした総務省が自ら開設する無線局です。 
 



【東北管内における違反処理等の状況（平成２６年度）】 

・捜査機関との共同取締りによる摘発件数 

１３件（平成２５年度１４件） 

・行政処分件数 

８件（平成２５年度１件） 

・電波法違反に関する報道発表件数 

１２件（平成２５年度５件） 

・規正用無線局による規正回数 

４１５回（平成２５年度１５１回） 

 

 

【参考】 

当局では無線局に関する申告に対して、内容分析、情報収集及び必要に応じた現地調査等を迅

速に行うよう努めています。 

また、不法無線局撲滅のため、不法電波の監視及び電波利用ルールの周知広報のほか、捜査

機関の協力を得て、不法無線局の取締りを行っています。 

 

 

  



５ 電磁環境関係（相談） 

（１）内容別件数 

区 分 ２６年度 ２５年度

生体電磁環境（※） ３３ ２３

原因不明の電子・家電機

器の誤動作 
１４ １７

原因不明の電子・家電機

器への雑音等 
１３ ９

無 線 局 が 原 因 に よ る 電

子・家電機器への雑音等 
６ １５

その他 ６ １０

合 計 ７２ ７４

 

 

 

 

 

※ 「生体電磁環境」は、電磁波の人体への影響や電波利用における人体防護に関する相談等です。 
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（２） 特徴等 

携帯電話や無線ＬＡＮなど電波を使用した機器が身近なものとなり、便利な生活環境にな

る一方、電波の人体への影響に関する相談、パソコンやオーディオ機器など電子・家電機器

の誤動作等の相談が引き続き寄せられています。 

【参考】 

当局では、より安全で安心な電波利用環境の実現に向けた総務省の取り組み、電波が人体

に及ぼす影響等についての説明会を平成１６年度から東北管内の主要都市において開催して

おり、これまで延べ１千名を超える方々の参加をいただいています。 

（平成２６年度は米沢市において開催し、平成２７年度においても本説明会の開催を予定してい

ます。） 

【東北総合通信局相談窓口】 

○ 電気通信サービス関係（電気通信サービスに関すること） 
情報通信部電気通信事業課 ０２２－２２１－０６３２ 

○ 放送受信障害関係（テレビ、ラジオ放送の受信障害に関すること） 

放 送 部 放 送 課  ０２２－２２１－０６９８ 

○ 地上デジタル放送関係 

放 送 部 放 送 課  ０２２－２２１－０７００ 

○ 混信・電磁環境関係（無線局に対する混信、電磁障害等に関すること） 

電波監理部電波利用環境課 ０２２－２２１－０６４１ 

○ 情報通信行政全般（情報通信に関する一般的なお問い合わせ・意見等） 

総 合 通 信 相 談 所 ０２２－２２１－０６１０ 




